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上
げ
戦
略
」
か
ら
円
卓
会
議
の
設
置
、
そ
し

て
政
労
使
合
意
に
至
る
ま
で
の
経
緯
を
簡
単

に
振
り
返
っ
て
紹
介
し
た
い
（
図
１
）。

「
成
長
力
底
上
げ
戦
略
」
は
昨
年
二
月
、

安
倍
内
閣
の
時
に
ス
タ
ー
ト
し
た
。
こ
れ
は

「
人
材
能
力
戦
略
」（
ジ
ョ
ブ
・
カ
ー
ド
制
度

の
導
入
等
職
業
能
力
形
成
の
支
援
）、「
就
労

支
援
戦
略
」（
公
的
扶
助
受
給
者
等
を
対
象
に

「
福
祉
か
ら
雇
用
へ
」五
カ
年
計
画
の
推
進
）、

「
中
小
企
業
底
上
げ
戦
略
」―

―

を
「
三
本

の
矢
」
に
据
え
、
成
長
力
の
基
盤
で
あ
る
人

材
と
中
小
企
業
の
底
上
げ
を
図
ろ
う
と
す
る

も
の
だ
。
こ
の
三
本
目
に
関
連
し
て
、「
働
く

人
の
賃
金
の
底
上
げ
を
図
る
観
点
か
ら
、
中

小
企
業
等
の
生
産
性
の
向
上
と
と
も
に
、
最

低
賃
金
を
引
き
上
げ
る
た
め
の
施
策
を
推
進

す
る
」
方
針
が
掲
げ
ら
れ
た
。

な
ぜ
、
最
賃
の
引
き
上
げ
が
必
要
と
さ
れ

た
の
か
。
そ
の
理
由
を
い
く
つ
か
あ
げ
れ
ば
、

ま
ず
、
非
正
規
雇
用
が
急
増
す
る
な
か
、
も

は
や
か
つ
て
の
よ
う
に
家
計
補
助
中
心
で
は

な
く
な
っ
て
い
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
日
本

の
最
賃
は
、
先
進
諸
国
の
中
で
も
低
水
準
で
、

地
域
に
よ
っ
て
は
生
活
保
護
を
も
下
回
っ
て

い
る
。
ま
た
、
〇
二
年
一
月
か
ら
息
の
長
い

景
気
回
復
が
続
い
て
い
る
も
の
の
、
グ
ロ
ー

バ
ル
競
争
が
進
む
な
か
、
企
業
か
ら
家
計
へ

の
波
及
は
な
か
な
か
見
ら
れ
て
い
な
い
。
こ

の
点
に
つ
い
て
、
今
年
の
春
闘
時
に
福
田
首

相
か
ら
、
労
働
分
配
率
を
引
き
上
げ
、
可
処

分
所
得
を
伸
ば
す
こ
と
が
、
消
費
の
増
加
と

持
続
的
な
経
済
成
長
に
つ
な
が
る
と
い
う
、

異
例
の
要
請
が
あ
っ
た
こ
と
は
記
憶
に
新
し

い
。
だ
が
、
政
府
は
本
来
、
賃
金
そ
の
も
の

に
は
介
入
で
き
な
い
し
、
す
べ
き
で
も
な
い
。

政
府
と
し
て
は
、
最
賃
を
引
き
上
げ
職
業
訓

練
の
充
実
を
図
る
な
ど
、
先
述
の
成
長
力
底

上
げ
戦
略
を
着
実
に
進
め
て
い
く
こ
と
が
肝

要
だ
。

し
か
し
一
方
、
労
働
生
産
性
（
一
人
当
た

り
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
推
移
を
み
る
と
、
グ
ロ

ー
バ
ル
化
の
波
に
乗
り
、
製
造
業
の
と
く
に

大
企
業
は
近
年
、
こ
れ
を
急
速
に
伸
ば
し
て

き
た
も
の
の
、
就
業
者
数
も
増
え
、
日
本
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
七
割
を
占
め
る
よ
う
に
な
っ
た

非
製
造
業
で
は
、
シ
ョ
ッ
ク
な
こ
と
に
一
九

七
〇
年
当
時
か
ら
あ
ま
り
変
わ
っ
て
い
な
い
。

こ
う
し
た
状
況
で
は
、
賃
金
を
上
げ
る
こ
と

も
な
か
な
か
難
し
い
わ
け
だ
が
、
実
際
に
一

人
当
た
り
の
賃
金
上
昇
率
を
産
業
別
に
み
て

み
る
と
、
電
気
機
械
、
輸
送
用
機
械
、
精
密

機
械
な
ど
の
伸
び
は
大
き
い
も
の
の
、
サ
ー

ビ
ス
業
や
卸
売
・
小
売
業
と
い
っ
た
国
内
型

サ
ー
ビ
ス
産
業
の
伸
び
は
や
は
り
小
さ
い
。

し
た
が
っ
て
、
最
賃
の
引
き
上
げ
を
行
う
際

大
田
大
臣
（
当
時
）　

昨
年
か
ら
「
成
長
力

底
上
げ
戦
略
」（
基
本
構
想
）
に
取
り
組
ん
で

き
た
。
そ
の
枠
組
み
の
中
で
、こ
の
ほ
ど（
六

月
二
〇
日
）、
最
賃
の
中
長
期
的
な
引
き
上

げ
の
基
本
方
針
に
つ
い
て
、
政
労
使
合
意
が

な
さ
れ
た
。
こ
れ
ま
で
、
最
賃
と
言
う
と
前

年
比
の
引
上
幅
だ
け
が
問
題
と
さ
れ
、
そ
も

そ
も
ど
の
よ
う
な
水
準
が
望
ま
し
い
の
か
と

い
う
議
論
は
な
さ
れ
ず
に
き
た
（
厚
労
省
の

研
究
会
で
方
向
性
を
見
出
そ
う
と
し
た
経
緯

は
あ
る
の
だ
が
、実
現
に
は
至
ら
な
か
っ
た
）。

そ
う
し
た
な
か
で
今
回
、
円
卓
会
議
で
は
最

賃
が
め
ざ
す
べ
き
水
準
と
し
て
、
生
活
保
護

と
の
整
合
性
も
含
め
、
高
卒
初
任
給
ま
で
引

き
上
げ
る
と
い
う
、
政
労
使
合
意
が
な
さ
れ

た
こ
と
は
画
期
的
だ
。
今
年
は
、
最
賃
法
の

制
定
か
ら
五
〇
年
の
ふ
し
目
に
当
た
る
。
こ

う
し
た
機
会
に
最
賃
の
あ
る
べ
き
水
準
を
し

っ
か
り
議
論
し
、
一
定
の
合
意
が
図
ら
れ
た

こ
と
は
大
変
喜
ば
し
い
。

と
は
い
え
、
最
賃
は
労
使
の
利
害
対
立
が

激
し
い
テ
ー
マ
。
そ
れ
だ
け
に
、
円
卓
会
議

で
の
調
整
は
難
航
を
極
め
た
。
労
使
は
、
本

当
に
良
く
歩
み
寄
っ
て
く
れ
た
と
思
う
。
そ

の
担
当
大
臣
と
し
て
、
今
日
は
「
成
長
力
底

こ
れ
か
ら
の
最
低
賃
金
を
ど
う
考
え
る
か

連
合
主
催
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
か
ら

　

改
正
最
低
賃
金
法
の
施
行
や
、
成
長
力
底
上
げ
円
卓
会
議
の
合
意
な
ど
を
受
け
、
今
年
の
最
賃
審
議
に
注
目

が
集
ま
る
な
か
、
連
合
（
髙
木
剛
会
長
）
は
七
月
一
一
日
、
都
内
で
「
最
賃
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム―

こ
れ
か
ら
の

最
賃
を
ど
う
考
え
る
か
」
を
開
催
し
た
。
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、大
田
弘
子
・
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
当
時
）

が
あ
い
さ
つ
の
中
で
、
円
卓
合
意
に
至
る
ま
で
の
こ
の
間
の
経
緯
と
そ
の
意
義
を
説
明
。
そ
の
後
、
橘
木
俊
詔
・

同
志
社
大
学
経
済
学
部
教
授
、
石
田
光
男
・
同
志
社
大
学
社
会
学
部
教
授
、
稲
葉
康
生
・
毎
日
新
聞
論
説
委
員

（
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
）―

ら
が
加
わ
っ
た
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
最
賃
の
具
体
的
な
引
き
上

げ
に
向
け
、
今
後
ど
の
よ
う
に
取
り
組
む
べ
き
か
な
ど
に
つ
い
て
話
し
合
っ
た
。

円
卓
合
意
の
意
義
と

こ
の
間
の
議
論
の
経
緯

国内の最新動向
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に
は
、
使
側
が
言
う
よ
う
に
生
産
性
の
向
上

と
セ
ッ
ト
で
、
時
間
を
か
け
て
行
っ
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
考
え
た
。

最
賃
の
引
き
上
げ
と
生
産
性
向
上
の
具
体

化
に
当
た
っ
て
は
、
昨
年
三
月
（
二
二
日
）、

中
央
レ
ベ
ル
に
一
つ
と
全
国
四
七
都
道
府
県

そ
れ
ぞ
れ
に
円
卓
会
議
を
置
い
た
。
中
央
の

円
卓
会
議
で
は
、
樋
口
美
雄
・
慶
應
義
塾
大

学
教
授
が
議
長
を
務
め
、
最
賃
と
し
て
ど
の

よ
う
な
水
準
を
め
ざ
す
か
に
つ
い
て
、
当
初

段
階
か
ら
次
の
三
案
が
提
示
さ
れ
た
。
一
つ

は
生
活
保
護
水
準
、
二
つ
め
は
労
側
が
主
張

し
た
高
卒
初
任
給
、
三
つ
め
は
平
均
賃
金
の

一
定
割
合
（
現
在
の
三
〇
％
台
か
ら
四
〇
％

台
へ
な
ど
）―

―

へ
引
き
上
げ
る
と
い
う
も

の
。
こ
れ
に
対
し
、
使
側
は
ま
ず
、
生
産
性

の
引
き
上
げ
が
優
先
だ
と
主
張
し
、
か
た
や

労
側
は
そ
れ
だ
か
ら
最
賃
が
上
が
ら
な
い
な

ど
と
反
論
し
、
議
論
は
一
貫
し
て
平
行
線
を

た
ど
っ
た
。
そ
れ
で
も
当
初
は
、
こ
う
し
た

考
え
を
調
整
し
、
夏
ま
で
に
何
と
か
、
い
わ

ゆ
る
基
本
方
針
の
合
意
に
漕
ぎ
着
け
た
い
と

考
え
て
い
た
。
し
か
し
そ
の
後
、
改
正
最
賃

法
が
継
続
審
議
に
な
っ
た
こ
と
で
、
議
論
そ

の
も
の
を
中
断
せ
ざ
る
を
得
ず
、
昨
年
七
月

九
日
の
中
間
ま
と
め
段
階
で
は
、
①
年
内
を

目
途
に
基
本
方
針
を
ま
と
め
る
②
最
賃
法
改

正
案
の
速
や
か
な
成
立
を
め
ざ
す
③
「
中
小

企
業
生
産
性
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
全
力

を
上
げ
る
④
中
央
最
賃
審
で
は
〇
七
年
度
の

最
賃
に
つ
い
て
、
従
来
の
考
え
方
の
単
な
る

延
長
で
は
な
く
、
賃
金
の
底
上
げ
を
図
る
趣

旨
に
沿
っ
た
審
議
を
行
う
よ
う
要
望
す
る―

―

こ
と
を
柱
に
合
意
。
そ
の
結
果
、
④
を
受

け
た
〇
七
年
度
の
最
賃
改
定
で
は
、
全
国
加

重
平
均
で
一
四
円
増
と
い
う
、
近
年
に
な
い

引
き
上
げ
が
実
現
し
た
。

そ
の
後
一
一
月
に
は
、
政
府
の
「
中
小
企

業
生
産
性
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
が
策
定
さ

れ
、
ま
た
一
一
月
二
八
日
に
は
、
改
正
最
賃

法
が
成
立
し
た
。
こ
れ
を
受
け
、
円
卓
会
議

は
昨
年
一
二
月
（
二
六
日
）
に
再
開
さ
れ
た

が
、
労
使
の
隔
た
り
は
依
然
と
し
て
埋
ま
ら

な
か
っ
た
。
今
年
五
月
（
一
五
日
）
に
第
五

回
会
合
を
も
っ
た
が
、
原
油
高
・
原
材
料
高

で
中
小
企
業
の
収
益
が
圧
迫
さ
れ
、
ま
す
ま

す
厳
し
く
な
る
環
境
下
、
労
使
の
歩
み
寄
り

図１　最低賃金の見直しをめぐる議論の経過

資料出所：シンポジウム配布資料ほかを基に編集部で作成。
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髙
木　

地
域
別
最
賃
の
現
行
水
準
は
六
八
七

円
。
こ
れ
で
も
全
国
加
重
平
均
に
過
ぎ
ず
、

も
っ
と
も
低
い
秋
田
・
沖
縄
は
六
一
八
円
と

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
で
生
業
を
立
て
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
し
た
ら
、
あ
ま
り
に
も
低
す

ぎ
る
水
準
だ
。
地
域
別
最
賃
は
バ
ブ
ル
崩
壊

以
降
、
据
え
置
き
の
年
（
〇
二
年
度
）
も
あ

り
、対
前
年
改
定
幅
は
数
円
と
い
う
局
面（
九

九
〜
〇
六
年
度
）
が
続
い
た
。
こ
の
よ
う
な

状
態
に
留
ま
っ
て
き
た
こ
と
に
つ
い
て
、
組

合
に
も
責
任
は
あ
る
。
大
手
企
業
の
組
合
員

は
、
最
賃
と
日
常
的
に
ほ
と
ん
ど
か
か
わ
り

が
な
く
、
全
体
と
し
て
関
心
レ
ベ
ル
が
低
か

っ
た
こ
と
は
、
率
直
に
反
省
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

結
果
、
日
本
の
最
賃
は
先
進
諸
国
の
中
で

も
相
対
的
な
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
ど
ん
ど
ん
下
げ
、

現
在
で
は
ア
メ
リ
カ
に
次
ぎ
二
番
目
に
低
く

な
っ
た
。
そ
の
ア
メ
リ
カ
も
昨
年
、
一
〇
年

ぶ
り
に
連
邦
最
賃
の
引
き
上
げ
を
決
め
、（
当

時
水
準
の
五
・
一
五
ド
ル
か
ら
）
〇
七
年
七

月
に
は
五
・
八
五
ド
ル
、
同
〇
八
年
に
は
六
・

五
五
ド
ル
、
同
〇
九
年
に
は
七
・
二
五
ド
ル

―
―

ま
で
大
き
く
引
き
上
げ
る
。
日
本
の
最

賃
は
先
進
諸
国
で
最
低
ラ
ン
ク
に
陥
る
ば
か

り
か
、
商
工
会
議
所
の
調
査
に
よ
れ
ば
七
〇

万
人
く
ら
い
が
最
賃
以
下
で
働
い
て
い
る
と

い
い
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
二
六
号
条
約
（
最
低
賃
金

決
定
制
度
の
創
設
に
関
す
る
条
約
）
や
、
第

一
三
一
号
条
約
（
最
低
賃
金
の
決
定
に
関
す

る
条
約
）
が
求
め
る
あ
り
よ
う
か
ら
も
ほ
ど

遠
い
。
年
金
や
医
療
の
空
洞
化
が
言
わ
れ
て

い
る
が
、
最
賃
で
働
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

人
が
増
え
る
ほ
ど
、
問
題
も
悪
化
す
る
の
は

明
白
。
最
賃
が
低
い
県
は
県
民
所
得
が
低
く
、

離
婚
率
も
高
い
。
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
に
波
及

す
る
課
題
と
し
て
、
最
賃
の
引
き
上
げ
に
何

と
し
て
も
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

橘
木　

格
差
を
捉
え
る
際
の
視
点
に
は
二
つ

あ
る
。
一
つ
は
、
上
・
下
差
が
相
対
的
に
ど

れ
く
ら
い
あ
る
か
に
注
目
す
る
視
点
で
、
経

済
学
で
は
こ
れ
を
計
る
指
標
と
し
て
ジ
ニ
係

数
を
使
う
。
も
う
一
つ
は
、
下
位
層
が
絶
対

的
に
ど
れ
だ
け
厚
み
を
増
し
て
い
る
か
に
注

目
す
る
視
点
で
、
貧
困
率
で
評
価
す
る
。
私

は
こ
れ
ま
で
、
主
に
前
者
の
視
点
で
格
差
を

語
っ
て
き
た
が
、
最
近
は
む
し
ろ
後
者
の
視

点
で
見
る
方
が
、
は
る
か
に
重
要
に
な
っ
て

き
た
と
感
じ
て
い
る
。

二
年
前
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済
協
力
開
発
機

は
や
は
り
ま
っ
た
く
見
ら
れ
な
か
っ
た
。
だ

が
私
と
し
て
は
、
何
と
し
て
も
六
月
中
に
基

本
方
針
を
取
り
ま
と
め
た
い
と
考
え
、
ま
さ

に
当
日
（
六
月
二
〇
日
）
の
会
合
直
前
ま
で
、

合
意
に
至
れ
る
か
ど
う
か
分
か
ら
な
い
状
況

の
な
か
、
樋
口
先
生
と
共
に
一
生
懸
命
、
調

整
に
奔
走
し
た
。

そ
の
結
果
、
政
労
使
で
次
の
よ
う
な
内
容

の
合
意
に
至
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
ず
、
中

小
企
業
の
生
産
性
向
上
に
つ
い
て
は
、
政
労

使
が
一
体
と
な
り
、「
生
産
性
向
上
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
を
強
力
に
推
進
す
る
。
ま
た
、
中
小

企
業
に
と
っ
て
大
き
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
、

下
請
取
引
の
適
正
化
（
下
請
代
金
支
払
遅
延

等
防
止
法
に
よ
る
取
り
締
り
の
い
っ
そ
う
の

強
化
な
ど
）
に
向
け
全
力
を
上
げ
る
。
そ
の

う
え
で
、
最
賃
の
中
長
期
的
な
引
き
上
げ
に

つ
い
て
は
、
①
生
活
保
護
基
準
と
の
整
合
性
、

小
規
模
事
業
所
に
お
け
る
高
卒
初
任
給
の
も

っ
と
も
低
位
の
水
準
と
の
均
衡
を
勘
案
し
、

当
面
五
年
程
度
で
引
き
上
げ
る
②
引
き
上
げ

に
当
た
っ
て
は
、
経
済
・
企
業
・
雇
用
動
向
、

中
小
企
業
の
生
産
性
向
上
の
進
展
、
経
営
環

境
の
変
化
な
ど
も
踏
ま
え
る
③
成
長
力
底
上

げ
戦
略
の
最
終
時
点
（
〇
九
年
度
末
）
で
そ

う
し
た
中
長
期
的
方
針
の
進
捗
状
況
を
確
認

し
、
必
要
な
再
検
討
を
行
う
④
地
域
別
最
賃

は
、
地
方
最
賃
審
で
自
律
的
に
審
議
、
決
定

す
る―

―

と
し
た
。

今
回
、「
小
規
模
事
業
所
の
高
卒
初
任
給
の

も
っ
と
も
低
位
の
水
準
」
を
具
体
的
に
ど
う

み
る
か
ま
で
は
合
意
に
至
ら
ず
、
参
考
と
し

て
小
規
模
事
業
所
の
考
え
方
と
し
て
、
①
従

業
員
数
二
〇
人
以
下
企
業
と
す
べ
き
②
一
〇

〜
九
九
人
の
企
業
で
、
高
卒
初
任
給
の
平
均

水
準
を
め
ざ
す
べ
き
③
規
模
は
弾
力
的
に
考

え
る
べ
き―

―

と
い
っ
た
労
使
の
意
見
が
添

付
さ
れ
た
。
そ
の
意
味
で
は
、あ
く
ま
で「
幅

を
持
っ
た
合
意
」
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
が
、

円
卓
会
議
に
参
加
す
る
委
員
が
、
さ
ま
ざ
ま

な
立
場
を
乗
り
越
え
、
最
賃
の
あ
る
べ
き
水

準
の
考
え
方
を
示
し
た
意
義
は
大
き
い
。
六

月
三
〇
日
に
今
年
の
中
央
最
賃
審
が
開
か
れ

た
が
、
そ
の
諮
問
の
際
に
は
、
改
正
最
賃
法

の
趣
旨
と
円
卓
会
議
に
お
け
る
こ
う
し
た
合

意
へ
の
配
意
が
要
請
さ
れ
た
。
い
よ
い
よ
実

現
段
階
に
入
る
わ
け
だ
が
、
担
当
大
臣
と
し

て
引
き
続
き
、
全
力
で
頑
張
り
た
い
と
思
う
。

地域別最低賃金額の推移（全国加重平均）

改定年度 最低賃金額（円） 対前年度
引上げ額（円）

1978 315 -
1979 334 19
1980 357 23
1981 379 22
1982 399 20
1983 411 12
1984 423 12
1985 438 15
1986 451 13
1987 461 10
1988 474 13
1989 492 18
1990 516 24
1991 542 26
1992 565 23
1993 583 18
1994 597 14
1995 611 14
1996 623 12
1997 637 14
1998 649 12
1999 654 5
2000 659 5
2001 663 4
2002 663 0
2003 664 1
2004 665 1
2005 668 3
2006 673 5
2007 687 14

資料出所：厚生労働省資料

地
域
別
最
賃
の
現
行
水
準
を
ど
う
み
る
か
？

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
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構
）
が
各
国
の
貧
困
率
比
較
を
公
表
し
た
。

そ
の
結
果
、
日
本
の
貧
困
率
は
先
進
諸
国
中
、

米
国
に
次
い
で
二
番
目
に
高
い
こ
と
が
明
ら

か
に
な
っ
た
。
非
常
に
シ
ョ
ッ
ク
を
覚
え
た

が
、
こ
う
し
た
状
況
を
少
し
で
も
克
服
す
る

た
め
に
も
、
例
え
ば
最
賃
を
引
き
上
げ
る
と

い
う
こ
と
が
緊
急
の
課
題
に
な
っ
て
い
る
。

数
年
前
、
小
泉
純
一
郎
・
元
首
相
が
国
会
で

「
格
差
社
会
、
何
が
悪
い
」
と
答
弁
し
た
こ

と
は
記
憶
に
新
し
い
が
、
こ
の
時
に
彼
が
想

定
し
た
格
差
は
、
恐
ら
く
前
者
の
視
点
で
捉

え
た
も
の
だ
っ
た
。
し
か
し
も
し
、
後
者
の

視
点
に
立
っ
て
考
え
る
な
ら
、
で
き
る
だ
け

貧
困
者
数
は
少
な
い
方
が
良
い
国
だ
と
い
う

主
張
に
、
き
っ
と
彼
も
同
意
し
て
く
れ
る
だ

ろ
う
。

改
正
最
賃
法
、
円
卓
合
意
の
評
価

と
今
後
の
引
き
上
げ
見
通
し

髙
木　

改
正
最
賃
法
は
、
こ
れ
ま
で
最
賃
で

フ
ル
タ
イ
ム
働
い
て
も
生
活
保
護
水
準
を
下

回
る
地
域
も
あ
っ
た
中
で
こ
れ
を
解
消
し
、

ま
た
、
労
働
の
対
価
に
ふ
さ
わ
し
い
最
賃
の

あ
り
方
と
し
て
、
憲
法
に
基
づ
き
健
康
で
文

化
的
な
生
活
が
営
め
る
よ
う
に
と
謳
っ
た
。

昨
年
の
目
安
審
議
は
、
こ
の
改
正
最
賃
法
が

継
続
審
議
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
の
で
、
従
来

の
延
長
線
上
を
若
干
乗
り
越
え
た
く
ら
い
の

発
想
で
議
論
す
る
他
な
く
、
い
わ
ば
中
間
的

な
対
応
と
し
て
、
全
国
加
重
平
均
の
引
上
幅

は
一
四
円
四
〇
銭
増
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
対

し
、
今
年
は
改
正
最
賃
法
の
七
月
施
行
と
円

卓
合
意
な
ど
を
受
け
、
恐
ら
く
昨
年
の
何
倍

か
に
当
た
る
、
時
間
給
に
し
て
五
〇
円
増
く

ら
い
は
何
と
し

て
も
取
ら
な
け

れ
ば
な
ら
な
い

だ
ろ
う
。

現
在
、
都
道

府
県
別
に
Ａ
〜

Ｄ
の
四
ラ
ン
ク

が
定
め
ら
れ
て

い
る
が
、
底
上

げ
と
い
う
観
点

か
ら
は
、
今
後
、

Ｃ
・
Ｄ
を
Ａ
・

Ｂ
よ
り
高
率
で

引
き
上
げ
て
い

く
必
要
も
あ
る

の
で
は
な
い
か

と
考
え
て
い
る
。

先
月
、
沖
縄
を

訪
問
し
た
が
、

あ
ま
り
に
も
賃

金
が
低
い
か
ら
就
職
す
る
意
欲
さ
え
起
こ
ら

な
い
、
だ
か
ら
失
業
率
は
む
し
ろ
改
善
し
て

い
る
の
だ
と
い
う
話
が
あ
っ
た
。
こ
う
し
た

状
況
は
も
う
、
変
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

石
田　

京
都
府
の
最
賃
審
委
員
を
一
〇
年
近

く
務
め
た
が
、
中
賃
か
ら
毎
年
、
目
安
が
示

さ
れ
、
こ
れ
を
も
と
に
地
賃
が
自
主
的
に
決

め
な
さ
い
と
い
う
の
だ
が
、
自
主
的
と
言
っ

て
も
結
局
は
日
本
的
な
和
の
精
神
と
い
う
か
、

そ
こ
か
ら
大
き
く
外
れ
る
よ
う
な
議
論
が
な

さ
れ
る
こ
と
は
事
実
上
な
か
っ
た
。
〇
四
〜

〇
五
年
に
か
け
行
わ
れ
た
厚
労
省
「
最
賃
制

度
の
あ
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」（
座
長
＝
樋

口
美
雄
・
慶
應
義
塾
大
学
教
授
）
で
は
、
産

業
別
最
賃
は
屋
上
屋
だ
と
し
て
廃
止
を
検
討

し
た
が
、
そ
の
時
私
は
、
全
労
働
者
に
適
用

さ
れ
る
地
域
別
最
賃
を
圧
倒
的
に
引
き
上
げ

る
こ
と
、
絶
対
額
で
決
め
ら
れ
る
よ
う
に
す

べ
き
だ
と
い
う
こ
と
を
強
調
し
た
。

こ
れ
ま
で
最
賃
の
決
定
は
、
対
前
年
で
い

く
ら
上
げ
る
か―

―

す
な
わ
ち
、
い
わ
ゆ
る

第
四
表
で
三
〇
人
未
満
企
業
の
過
年
度
の
賃

金
上
昇
率
を
捉
え
、
前
年
の
最
賃
額
と
見
比

べ
て
い
く
ら
あ
げ
る
か
の
議
論
を
繰
り
返
し

て
き
た
。
だ
か
ら
、
格
差
は
い
っ
こ
う
に
縮

ま
る
べ
く
も
な
か
っ
た
。
そ
う
し
た
な
か
、

今
般
の
法
改
正
あ
る
い
は
円
卓
合
意
で
、
絶

対
額
そ
の
も
の
を
論
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
く

な
っ
た
こ
と
は
、
非
常
に
良
か
っ
た
と
考
え

て
い
る
。
日
本
は
諸
外
国
に
比
べ
、
賃
金
そ

の
も
の
が
帯
び
て
い
る
身
分
性
と
い
う
か
、

学
歴
格
差
、（
採
用
）
機
会
格
差
が
非
常
に
大

き
い
。
だ
か
ら
こ
そ
、
最
賃
を
正
社
員
身
分

の
底
辺
に
位
置
す
る
高
卒
初
任
給
に
合
わ
せ

る
こ
と
は
大
賛
成
だ
。
正
社
員
と
非
正
社
員

と
い
う
厳
然
た
る
区
分
を
、
乗
り
越
え
て
い

く
こ
と
に
も
つ
な
が
っ
て
く
る
。

今
後
、
最
賃
が
あ
る
べ
き
姿
と
そ

の
具
体
策
は
？

石
田　

シ
ド
ニ
ー
＆
ベ
ア
ト
リ
ス
・
ウ
エ
ッ

ブ
の
著
書
『
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ア
ル
・
デ
モ
ク

ラ
シ
ー
』（
産
業
民
主
制
論
）
は
、
労
働
者
の

労
働
条
件
に
係
る
コ
モ
ン
・
ル
ー
ル
（
共
通

の
最
低
限
）
を
制
定
す
べ
き
だ
と
説
い
た
。

当
時
の
経
済
学
者
か
ら
は
批
判
も
多
か
っ
た

が
、
彼
の
主
張
は
明
快
で
あ
る
。
競
争
を
否

定
す
る
わ
け
で
は
な
い
、
し
か
し
そ
れ
は
品

質
や
経
営
効
率
の
あ
り
方
な
ど
を
め
ぐ
る
競

争
に
す
べ
き
で
あ
っ
て
、
低
賃
金
に
向
け
て

の
競
争
に
し
て
は
な
ら
な
い
と
。
コ
モ
ン
・

ル
ー
ル
が
な
い
と
、
徹
底
的
に
低
賃
金
化
が

進
み
、
そ
れ
に
よ
っ
て
経
営
を
成
り
立
た
せ

よ
う
と
す
る
一
種
の
寄
生
産
業
が
生
ま
れ
、

主要先進国の最低賃金
決定方式 最低賃金額

アメリカ

連邦最低賃金 法定方式

5.85＄／時間［590円］
（2007.7）
※最低賃金引上げが盛り込まれたイ
ラク戦費法案を2007年5月に上院・下
院それぞれで可決し、同月25日に大統
領が暑名し、法案は成立した。
成立より60日後（7月24日）に5.85＄、そ
れより1年後に6.55＄［660円］、さらに
1年後に7.25＄［731円］へ引上げ。

州別最低賃金
法定方式、審
議会方式、両
方式の併用等

2.00 ＄／時間
［202円］
～
7.93＄／時間［799円］
（2007.7)

イギリス 審議会方式
5.52ポンド／時間
［1.115円］
（2007.10）

フランス（ＳＭＩＣ）
※労働協約に基づくものもある 審議会方式

8.44ユーロ／時間
［1,321円］
（2007 .7）

オーストラリア 審議会方式
13.74オーストラリア・ドル／時
［1,281円］
（2007.10)

オランダ 審議会方式
1,317.00ユーロ／月
［206,058円］
（2007.7)

カナダ
審議会方式等
（州別最低賃金のた
め州により異なる）

7.25～8.50カナダドル［729円］～
［855円］
（2007.10）

ニュージーランド 審議会方式
11.25ニュージーランドドル／時
［911円］
（2007.4)

ベルギー 法的拘束力の
ある中央協定

1259.00ユーロ／月
［196,983円］
（2007.1）

ルクセンブルク 政府が決定
1570.28ユーロ／月
［245,686円］
（2007.1）

※法定最低賃金がなく労働協約等による国……ドイツ、イタリア、オーストリ
ア、スイス等
注1） 各国の最低賃金額の［　］内は、2008年3月の為替レート（内閣府経済財

政分析統括官付海外担当「海外経済データ」）による日本円換算額。ただ
し、ニュージーランド・ドルについては、1ニュージーランド・ドル＝81
円で換算。

注2） 上記の国においては、若年労働者について一定の減額措置が講じられてい
る。ただし、カナダは州による。

注3） アメリカの連邦最低賃金が適用されるのは、州際通商及び州際通商のため
の物品生産に従事する労働者、年商50万＄以上の企業に雇用される労働者
等に限られる。
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健
全
な
経
済
成
長
に
は
つ
な
が
ら
な
い
と
い

う
主
張
だ
。

日
本
の
場
合
、
九
〇
年
以
降
の
経
営
改
革

に
は
す
さ
ま
じ
い
も
の
が
あ
っ
た
。
大
企
業

か
中
小
零
細
か
を
問
わ
ず
、
最
終
的
に
は
各

社
こ
ぞ
っ
て
賃
金
を
圧
縮
し
、
と
に
か
く
利

益
を
生
み
出
そ
う
と
し
た
。
そ
の
結
果
、
従

来
の
相
場
賃
金
に
比
べ
て
圧
倒
的
に
低
い
最

賃
周
辺
で
使
わ
れ
る
人
が
増
え
、
格
差
が
拡

大
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
印
象
も

増
し
、
か
つ
て
の
安
全
・
安
心
の
日
本
の
秩

序
が
徐
々
に
崩
れ
て
き
た
。
こ
う
し
た
惨
状

を
目
に
す
る
と
、
も
う
そ
う
し
た
方
向
へ
引

き
返
す
可
能
性
は
、
断
ち
切
っ
て
お
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
強
く
思
う
。
最
賃
を
引
き

上
げ
る
と
雇
用
が
失
わ
れ
る
の
で
は
な
い
か

と
い
う
議
論
が
し
ば
し
ば
な
さ
れ
る
が
、
現

行
の
最
賃
近
傍
で
な
い
と
、
や
っ
て
い
け
な

い
よ
う
な
企
業
が
も
し
あ
る
と
し
た
ら
、
そ

れ
は
や
は
り
淘
汰
さ
れ
て
し
か
る
べ
き
な
の

で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
こ
の
よ
う
な
主
張
は
、

無
責
任
だ
と
叱
ら
れ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、

恐
ら
く
使
側
も
今
の
最
賃
で
は
低
す
ぎ
る
、

そ
う
感
じ
て
い
る
は
ず
だ
。

Ｉ
Ｍ
Ｆ―

Ｊ
Ｃ（
金
属
産
業
労
組
協
議
会
）

が
京
都
で
会
合
を
し
た
折
に
来
訪
し
た
、
デ

ン
マ
ー
ク
の
組
合
役
員
の
言
葉
に
衝
撃
を
受

け
た
こ
と
を
思
い
出
す
。
最
賃
が
時
給
二
八

ド
ル
（
二
八
〇
〇
円
）
な
の
だ
が
、
東
欧
か

ら
流
入
し
た
外
国
人
労
働
者
を
こ
れ
以
下
で

働
か
せ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
り
、
労
組
組
織

率
も
残
念
な
が
ら
、
九
割
に
落
ち
込
ん
で
し

ま
っ
た
と
い
う
の
だ
。
そ
れ
で
成
り
立
つ
経

済
が
世
界
に
は
あ
る
の
か
と
非
常
に
驚
き
、

ま
た
ど
う
対
抗
す
る
の
か
と
聞
い
た
ら
、
ス

ト
ラ
イ
キ
し
か
な
い
と
即
答
し
た
新
鮮
さ
に

も
感
じ
入
っ
た
。

一
方
で
、
日
本
ほ
ど
労
務
管
理
の
や
り
や

す
い
国
は
な
い
、
と
改
め
て
思
う
。
欧
州
で

は
企
業
に
支
払
能
力
が
あ
ろ
う
が
な
か
ろ
う

が
、
そ
の
国
に
存
在
す
る
企
業
で
あ
る
以
上
、

最
賃
の
み
な
ら
ず
グ
レ
ー
ド
別
賃
率
に
至
る

ま
で
、
決
め
ら
れ
た
ル
ー
ル
に
従
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
日
本
は
、
最
賃
の
決

定
で
さ
え
、
企
業
の
支
払
能
力
が
考
慮
さ
れ

る
。
そ
も
そ
も
頑
張
っ
て
働
き
詰
め
に
働
い

て
も
生
き
て
い
け
な
い
人
が
い
る
と
い
う
の

は
、
企
業
の
支
払
能
力
以
前
に
、
人
を
雇
っ

て
事
業
を
営
む
に
値
し
な
い
と
こ
ろ
も
あ
る

の
で
は
な
い
か
と
い
う
、
そ
う
発
想
を
根
本

か
ら
切
り
換
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
は

な
い
か
。

戦
前
の
工
員
と
職
員
の
間
に
は
、
大
き
な

格
差
が
存
在
し
た
。
だ
が
、
第
二
次
大
戦
で

の
敗
北
と
い
う
と
ん
で
も
な
い
社
会
変
革
を

通
じ
、
日
本
は
平
等
な
社
会
と
し
て
再
ス
タ

ー
ト
し
た
。
だ
が
、
今
こ
こ
へ
き
て
非
典
型

―

典
型
の
格
差
は
、
戦
前
と
似
た
よ
う
な
構

図
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
格
差
解
消
が
、
戦

後
改
革
の
よ
う
な
圧
力
な
し
に
、
現
在
の
わ

れ
わ
れ
に
平
和
裏
に
、
果
た
し
て
実
現
で
き

る
の
か
と
い
う
、
重
た
い
宿
題
を
背
負
っ
て

い
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
そ
の
意

味
で
、
最
賃
の
あ
る
べ
き
姿
は
当
面
、
高
卒

初
任
給
を
め
ざ
す
に
し
て
も
、
ゆ
く
ゆ
く
は

先
進
諸
国
の
最
賃
の
平
均
像
で
あ
る
一
二
〇

〇
円
〜
一
三
〇
〇
円
台
を
目
標
に
据
え
て
い

く
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
（
そ
の
場
合
、
高
齢

者
や
若
年
試
用
者
な
ど
は
適
用
除
外
と
す
る

こ
と
も
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）。そ
の
際
、

政
治
的
な
判
断
が
キ
ー
に
な
ろ
う
が
、
例
え

ば
消
費
税
の
引
き
上
げ
を
受
け
入
れ
る
際
に

は
、
当
然
に
し
て
最
賃
も
大
き
く
引
き
上
げ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
っ
た
具
合
に
、
要

請
す
る
や
り
方
も
効
果
的
だ
ろ
う
。

（
調
査
・
解
析
部
）
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特集 ＝労働政策を考える
【提言】
 労働政治の復活 飯尾潤
【論文】
 労働政策を策定・評価する際に経済学が果たすべき役割 安藤至大
 労働政策評価の計量経済学 川口大司
【投稿（論文）】
 育児休業制度の制度変更が女性の継続就業に及ぼす影響 佐藤一磨
【論文】
 アメリカの職業訓練政策の現状と政策評価の取組み
 　――労働力投資法を取り上げて 原ひろみ
 労働基準法の1987年改正をめぐる政策過程
 　――オーラルヒストリー・メソッドによる検証の試み 梅崎修
【研究ノート】
 労働政策の決定過程はどうあるべきか
 　――審議会方式の正統性についての一試論 神林龍
  大内伸哉
【書評】
 櫻庭涼子著『年齢差別禁止の法理』 山川和義
 木村保茂・藤澤建二・永田萬享・上原慎一著
 『鉄鋼業の労働編成と能力開発』 青木宏之
【読書ノート】
 若林直樹・松山一紀編『企業変革の人材マネジメント』 嶋木利哉
【発表】
 第31回（平成20年度）労働関係図書優秀賞
 第 9 回（平成20年度）労働関係論文優秀賞
【論文Today】
 「職務設計論の再検討」 森永雄太
【フィールド・アイ】
 中産層の没落／営利法人病院を巡る論争（その後） 李昇烈

10578 September. 2008

特集 ＝障害者雇用の現状
と就業支援

【提言】
 「ふつう」の就労 松井彰彦
【論文】
 障害者雇用の現状と課題 工藤正
 知的障害者が働くための職場環境と条件づくり
 　――特例子会社と授産施設における成功事例の分析から 猪瀬桂二
 障害者の職業選択に伴う問題と支援の在り方
 　――「発達障害」のある若者に対する就業支援の課題 望月葉子
 障害者雇用納付金・調整金制度の経済分析 土橋俊寛
  尾山大輔
【研究ノート】
 障害を持つアメリカ人法の差別禁止法としての特徴 畑井清隆
【紹介】
 障害者雇用に積極的に取り組んでいる企業の事例紹介
 　――障害者雇用事例リファレンスサービスのモデル事例より 中上英二
【論文（投稿）】
 両立支援制度と女性の就業二極化傾向 武内真美子
  大谷純子
【書評】
 阿部彩・國枝繁樹・鈴木亘・林正義著『生活保護の経済分析』 駒村康平
 吉川徹編著『階層化する社会意識――職業とパーソナリティーの計量社会学』 
  平田周一
 大沢真知子著『ワークライフシナジー　――生活と仕事の〈相互作用〉
 が変える企業社会』 小倉一哉
【論文Today】
 Gordon, Rachel  , Kaestner, Robert and Korenman, Sanders
 「子どものケガや病気に対して母親の就労が与える影響」 四方理人
【フィールド・アイ】
 貨物連帯のストライキ／医療保険の効率化 vs 普遍化 李昇烈
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